
利府町地域産業活性化事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 町は、地域資源の活用促進及び地域産業の活性化のため、利府町ふる

さと納税返礼品の開発又は改良（以下「開発等」という。）に取り組む事業者

に対し、予算の範囲内において利府町地域産業活性化事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付するものとし、その交付等に関しては、利府町補助金

等交付規則（平成１３年利府町規則第３号。以下「規則」という。）に定める

もののほか、この要綱に定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。

（１） 返礼品 利府町ふるさと納税返礼品であって、総務大臣が定めるふ

るさと納税に係る返礼品の基準を満たすものをいう。

（２） 事業者 個人又は法人その他の団体をいう。

（補助対象事業等）

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次

の事業とする。

（１） 新たな返礼品の開発事業（以下「返礼品開発事業」という。）

（２） 既存の返礼品の改良事業（以下「返礼品改良事業」という。）

（３） 返礼品の開発等に係る設備及び機器導入事業（以下「設備等導入事

業」という。）

２ 前項の規定にかかわらず、国又は地方公共団体の補助その他の給付を受け

ている事業は、補助対象事業としない。

３ 補助金を受けることができる事業は、１年度につき前項各号に掲げる事業

のいずれか１つの事業に限るものとする。

（補助対象者）

第４条 補助金の交付対象となる者は、利府町ふるさと応援寄附金返礼品協力

事業者募集要領（平成３０年３月１６日課長決裁）に定める協力事業者のう

ち、次の要件を満たすものとする。

（１） 町税等の滞納がないこと。

（２） 補助対象事業を活用した返礼品について、補助金の交付決定を受け

た日から３年以上提供することができること。

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は補助対象者としないものとする。

（１） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第



７７号）第２条第６号に規定する暴力団員がその事業活動を支配する事

業者又は暴力団員をその事業に参加させ、若しくはその事業の支援その

他の関係性を有する事業者

（２） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業及びこれ

に類する業を営む事業者

（３） 営業に関して必要な許認可等を取得していない事業者

（４） 政治団体、宗教法人その他これらに類するものである事業者

（５） 当該年度において、この補助金の交付を受けたことがある事業者

（補助対象経費）

第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、交

付対象事業に要する経費とし、別表第１に定めるとおりとする。

（補助額）

第６条 補助金の額は、補助対象経費を合計した額に別表第２に定める補助率

を乗じて得た額と同表に定める補助限度額のいずれか低い額とする。

２ 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる

ものとする。

３ 補助金の交付は、補助対象者に対し、１年度につき１回までとする。

（補助対象事業の採択申請）

第７条 補助対象事業のうち、設備等導入事業の採択を受けようとする者（以

下「申請者」という。）は、利府町地域産業活性化事業採択申請書（様式第１

号。以下「採択申請書」という。）に次の書類を添えて、町長に提出しなけれ

ばならない。

（１） 事業計画書（様式第２号）

（２） 誓約書（様式第３号）

（３） 補助対象経費の積算が確認できる書類の写し

（４） その他町長が必要と認める書類

２ 採択申請書の提出期限は、町長が別に定めた日とする。

（補助対象事業の採択決定）

第８条 町長は、採択申請書の提出があったときは、その内容を利府町地域産

業活性化事業補助金審査委員会で審査し、利府町地域産業活性化事業採択結

果通知書（様式第４号）により、申請者に結果を通知するものとする。

２ 前項の審査委員会及び審査基準については、町長が別に定める。

（交付申請）

第９条 規則第３条第１項の補助金等交付申請書は、様式第５号によるものと



し、その提出期限は町長が別に定める日までとする。

２ 規則第３条第２項の規定により補助金等交付申請書に添付しなければなら

ない書類は、次のとおりとする。

（１） 事業計画書（様式第６号）

（２） 収支予算書（様式第７号）

（３） 誓約書（様式第３号）

（４） その他町長が必要と認める書類

（交付の条件）

第１０条 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。

（１） 事業の内容を変更又は事業に要する経費の配分の変更をする場合に

おいては、様式第８号により町長の承認を受けること。ただし、事業に

要する経費の配分の２０％以下の変更にあっては、この限りでない。

（２） 事業を中止し、又は廃止する場合においては、様式第８号により町

長の承認を受けること。

（３） 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となっ

た場合においては、速やかに町長に報告してその指示を受けること。

（４） 第１３条に規定する期間内に補助対象事業により取得したものを処

分し、又は補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し

付け、若しくは担保に供する場合には、あらかじめ町長の承認を得なけ

ればならない。この場合において、事業者に収入があるときは、その全

部又は一部を町長の指示により納付すること。

（実績報告）

第１１条 規則第１２条第１項の補助事業等実績報告書は、様式第９号による

ものとする。

２ 規則第１２条第２項の規定により補助事業等実績報告書に添付しなければ

ならない書類は、次のとおりとする。

（１） 事業実績書（様式第１０号）

（２） 収支精算書（様式第１１号）

（３） 支出の内訳及び支出したことが分かる書類の写し

（４） 事業の成果が分かる書類

（５） その他町長が必要と認める書類

（補助金の交付）

第１２条 補助金は、規則第１３条の規定による補助金の額の確定後に交付す

るものとし、その交付を受けようとするときは、地域産業活性化補助金交付

請求書（様式第１２号）を町長に提出しなければならない。



２ 前項の規定にかかわらず、規則第１５条ただし書の規定により補助金の概

算払の交付を受けようとするときは、あらかじめ、町長に利府町地域産業活

性化事業補助金概算払承認申請書兼請求書（様式第１３号）を提出しなけれ

ばならない。

３ 町長は、前項の規定により利府町地域産業活性化事業補助金概算払承認申

請書の提出を受けたときは、内容を審査し、その適否を通知するものとする。

（財産処分の制限）

第１３条 規則第２２条ただし書の町長が定める期間は、減価償却資産の耐用

年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定めるものにあって

はその期間とし、その他のものにあっては５年とする。

（その他）

第１４条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、

町長が別に定める。

附 則

１ この要綱は、令和７年７月４日から施行し、令和７年度予算に係る補助金

に適用する。

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立

した場合に、当該補助金にも適用するものとする。



別表第１（第５条関係）

備考 人件費、通常事業の運転資金その他返礼品の開発等と関連が低い経費

については、補助対象経費としない。

別表第２（第６条関係）

区分 補助率 補助限度額

返礼品開発事業 ４／５ １００万円

返礼品改良事業 ３／５

設備等導入事業 ４／５ １，０００万円

補助対象事業 区分 補助対象経費の内容

返礼品開発事業

及び返礼品改良

事業

謝金
専門家から開発等の指導を受けた場合

の謝礼金

交通費
指導を受けるため招いた外部専門家等

に支払う旅費

消耗品費
商品の容器若しくは包装材の購入費又

は事業に必要な少額の物品購入費

印刷費 包装紙、シール、商品ラベル等の印刷費

委託料
商品のデザイン委託費、試作品等の外注

加工費

手数料
各種許認可の取得費、成分分析又は検査

費用

原材料費 試作に使用する原材料費

賃借料 設備及び機器のリース料

備品購入費 返礼品の製造に必要な備品の購入費

設備等導入事業 設備等導入費 設備及び機器（中古品は除く。）の購入に

要する費用


